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１．大阪府のDX推進施策
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○大阪府のDX推進施策

大阪DX推進プロジェクト

大阪府DX推進パートナーズ

中小企業向けDX推進支援窓口（公益財団
法人 大阪産業局）
■主な取組
無料相談、DXアドバイザー派遣、普及啓発セミナー
等の開催

中小企業のお困りごとに対して、データやデジタル
技術を活用して解決策を提案できる企業81社が
参画するプラットフォーム
■主な取組
お困りごとヒアリングシート、普及啓発セミナーの開催等

経済産業省「地域DX推進ラボ」認定事業（R6年度現在）

相互連携



２．大阪府DX推進パートナーズ



○大阪府DX推進パートナーズ

・データやデジタル技術を活用して解決策を提案できる企業
（大阪府と連携協定を締結）

・８１事業者（令和７年２月現在）
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コンセプト

「中小企業に寄り添う」

「参画企業の成長」



○大阪府DX推進パートナーズ

■「大阪府DX推進パートナーズ」（五十音順）
株式会社アイ・エス・アイソフトウェアー／株式会社アイディオット／株式会社アイ・ピー・エス／AIMENEXT株式会社／株式会社アクトビ／株
式会社アトムエンジニアリング／株式会社アドバンシス／株式会社アプリズム／株式会社ABEJA／Arithmer株式会社／atma株式会社／
弁理士法人いしい特許事務所／有限会社一期一会／イーエルシステム株式会社／株式会社ウェバートン／株式会社ウェーブフロント／株
式会社HTSアクト／株式会社エイブリッジ／エクシオグループ株式会社／株式会社エクス／NECネッツエスアイ株式会社／NTTコミュニケー
ションズ株式会社／株式会社eftax／エムエムアイ株式会社／株式会社LBB／株式会社オービックビジネスコンサルタント／株式会社シーエ
スコミュニケーション／感性AI株式会社／株式会社CAMI&Co.／株式会社GUGEN／有限会社ケイツー電子工業／株式会社構造計画
研究所／GONENGO合同会社／株式会社サン・エンジニアリング／シナジーマーケティング株式会社／新日本コンピュータマネジメント株式会
社／シー・システム株式会社／株式会社JoBins／株式会社GA technologies／株式会社ジール／スキルインフォメーションズ株式会社／
スキルシステムズ株式会社／ソフトバンク株式会社／株式会社ソントレーゾ／知能技術株式会社／中央コンピューター株式会社／株式会
社中央電機計器製作所／株式会社テイジイエル／株式会社テクノア／株式会社ディビイ／株式会社ＤＴＳインサイト／株式会社Donuts
／日本マイクロシステムズ株式会社／株式会社ネクスタ／はつかぜ株式会社／株式会社阪栄マネージメント／株式会社パソナ／株式会社
日立システムズ／ヒューマンリソシア株式会社／株式会社ビーガル／株式会社ビービーシステム／株式会社フォーカスシステムズ／フォーグロー
ブ株式会社／株式会社フツパー／Blue Prism株式会社／株式会社ブレインパッド／PLEN Robotics 株式会社／株式会社マネーパート
ナーズソリューションズ／YuMake株式会社／UiPath株式会社／リコージャパン株式会社／ロジカル・アーツ株式会社／株式会社ワイズ・ラブ

■「大阪府DX推進パートナーズ（コンサルティング・パートナー）」（五十音順）
Upside合同会社／イン・フィールド経営／株式会社エムティブレイン／有限会社オフィスゼロ／ZER01CHI／
株式会社ノベルワークス／株式会社平山／株式会社BA&C

パートナーズ企業の詳細は、以下のページに掲載
https://pref-osaka.viewer.kintoneapp.com/public/dxpartners-list
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参画企業８１社（令和７年２月２１日現在）



○大阪府DX推進パートナーズ

■プラットフォーム立ち上げのきっかけ
・あらゆる産業においてDXが加速化
・しかしながら、とりわけ中小企業にあっては、課題を認識しつつも、
デジタル人材不足等の理由から具体的な行動につなげることが
難しい状況

⇒令和２年3月18日 プラットフォームを立ち上げ！
「大阪府DX推進パートナーズ」（デジタル技術を活用して
解決策を提案できる企業）と日々の業務でお困りごとを抱える
「中小企業」とをつなぐ。
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■具体的な取組内容
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○大阪府DX推進パートナーズ

○お困りごとヒアリングシート
中小企業の抱えるお困りごとに対して、パートナーズ企業からデータや
デジタル技術を活用した解決策の提案

○中小企業等向け普及啓発イベント
・大阪府がパートナーズ企業と連携し、セミナーの開催
・大阪産業局、商工会議所等が企画するセミナーへの講師登壇
・その他に他機関からの講師登壇、展示会イベントへの参加



府内中小企業のお困りごとに寄り添って解決策をご提案
※大阪府DX推進パートナーズの提案は大阪府DX推進パートナーズの技術等を活用して解決できる可能性があるものに限ります。

○お困りごとヒアリングシート
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○お困りごとヒアリングシート

【製造業】
・製品設計図作成の簡略化
・基幹システムの見直し
・見積作成や図面検索の省力化
・生産管理システムの導入

※解決策の提案にあたり、確認事項があれば、質問いただけます。

■令和6年度相談例

【卸売、小売業】
・見積や注文書作成の省力化
・販売管理システムの見直し
・勤怠管理ツールの導入

■令和6年度実績（2月21日時点）

相談件数：7件
提案募集：5件
解決策提案の合計：14件
商談：1件
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R6年8月に大阪府DX推進パートナーズ連携
セミナーとして、パートナーズ企業各社にご協力
いただき、開催しました。（りそな銀行様との共
同開催）

イベント内容：
第1部 デジタル技術体験コーナー
パートナーズ企業による展示 8社

第2部 DX推進の進め方、成功事例紹介セミナー
パートナーズ企業による登壇 5社

参加者数：
当日12名、アーカイブ視聴37名

○普及啓発セミナー
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〇「大阪DX推進プロジェクト」主催セミナー（全3社）
・データ活用戦略策定ワークショップ（7月）
・PC入力業務を自動化セミナー（10月）
・食品製造業のDXの進め方セミナー（1月）

〇商工会議所主催セミナー（全3社）
【東大阪商工会議所】
・生産現場へのIT導入で生産性向上セミナー（10月）
・総務・経理・人事部門の効率化セミナー（10月）
【岸和田商工会議所】
・経営者のためのＤＸ人材育成セミナー（2月）

○普及啓発セミナー（他事業・他団体によるパートナーズの活用）

令和６年度に他事業や他団体が主催するイベントにおいて、パートナーズ
企業から講師として、登壇いただきました。



３．公募から締結までの手続き



■第3期公募を開始した理由

・AIやローコードツールの普及により、中小企業の課題やニーズの変化。

・講師調整の依頼がある商工会等で企画するセミナーのテーマの変化。

・パートナーズへ参画を希望する企業から、問い合わせが複数あり。

○公募から協定締結までの手続き
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⇒中小企業への支援の幅を広げるため、

新規公募を開始



■公募期間

令和7年2月14日（金）から3月5日（水）午後5時まで

■本公募に関する質問受付

令和7年2月28日（金）まで

受付メールアドレス：shorosomu-g16@gbox.pref.osaka.lg.jp

■協定締結予定日

令和7年3月下旬頃

○公募から協定締結までの手続き
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mailto:shorosomu-g16@gbox.pref.osaka.lg.jp


■応募要件

・中小企業等のお困りごとに対してデータやデジタル技術を活用したソリューションを提案で

きる事業者。

・協定書への押印を省略して締結手続きが可能な事業者。（締結した協定書は大阪府

ホームページで公表します。）

○公募から協定締結までの手続き
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なお、下記に該当する者は、今期での参画を見送る場合があります。

・「大阪府DX推進パートナーズ」の趣旨（データやデジタル技術を活用して中小企業の

課題に応じたDX推進に資するソリューションを提案・提供）にそぐわない事業者。

・協定の締結日（令和7年3月下旬頃を予定）までに協定締結の手続きが間に合わ

ない事業者。



■手続き（公募期間内にエントリーフォームで申込）

【基本情報】

○企業・団体の名称、所在地、HPアドレス

○担当者 役職・氏名、電話番号、メールアドレス

【パートナーズ参画用情報】

○参画区分（パートナーズorコンサルティングパートナー）

○事業概要（200字以内）

○ソリューション事例（300字以内）

また、応募にあたり、以下をご確認ください。

・協定書への押印が省略可能な事業者のみが参画可。

・協定及び具体的な取組について社内手続きを確認の上、応募ください。

○公募から協定締結までの手続き
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■スケジュール

①エントリーフォームでの申込（3/5（水）の午後5時まで）

②大阪府から、参画可否について連絡（3月中旬頃）

③参画企業については、以下の協定締結に関する連絡やり取り（3月中旬頃）

・協定書および協定書（具体的な実施内容）に記名し、提出

・HP公表用情報（事業概要、企業ロゴ、HP、ソリューション事例）の提出

・本協定における「責任者」の確認

④大阪府での報道発表（3月下旬頃を予定）

※参画企業による自社HP等によるプレスリリースは、大阪府の報道発表と同時もし

くは発表後にお願いします。

○公募から協定締結までの手続き
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４．質疑応答


